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Ⅰ　緒　　言

　性感染症への罹患や望まない妊娠をしている若
年女性の数は，₂₀₀₀年代前半をピークに年々減少
傾向にある．しかし，₂₀₁₁年の性感染症報告によ
ると，性器クラミジア感染症総報告数の約 ₁ 割
（₂,₉₂₆件）₁），また，望まない妊娠経験者のうち，
人工妊娠中絶を選択する者の約 ₁割（₂₀,₉₀₃人）₂）

原　著

北海道の地方議会議員のジェンダー視点と 
性教育に対する意識

奥村　昌子*₁,*₂・後藤　ゆり*₃・新井明日奈*₁ 
玉城　英彦*₁

目的：地域の教育行政に大きな影響力を持つ地方議会議員を対象に，彼らの性別役割分業意識からみたジェ
ンダー視点と性教育に対する意識・関心との関連を明らかにすることを目的とした．

方法：北海道・市町村議会議員全₂,₇₃₁人を対象として，無記名・自記式質問票を用いて，青少年の健康教
育，特に性教育に対する意識と関心および性別役割分業意識について横断調査を実施した（回収率
₅₅.₉％）．性別役割分業意識に関する ₃項目（「夫は外で働き，妻は家庭を守るべきだ」「男性も身の
回りのことや家事をすべきだ」「母親が仕事をもつと小学校入学前の子どもによくない影響を与える」）
へ否定的な回答ほど高得点になるように点数化し，ジェンダー視点の指標とした．議員のジェンダー
視点から，彼らの性教育に対する意識と関心を性・年齢別に分析した．

結果：₈₂.₃％の議員（男性₈₁.₀％，女性₉₂.₇％）は北海道での性教育やエイズ予防活動への関心を示した．
男性では，性別役割分業意識に否定的な回答者，すなわちジェンダーに敏感な視点を持つ議員ほど，
議会で青少年の健康問題について質問する傾向があり，またコンドームの配布や使用方法の実演など，
より実践的な学校保健活動を支持していた．

結論：議員のジェンダー視点は，性教育のような健康教育に対する彼らの関心度に影響し，議会での彼らの
問題提起にも関連していることが示唆された．
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が₁₀代の女性である．このように₁₀代の若者に
とって，性感染症や望まない妊娠を予防するため
の知識や技術の習得は，依然として重要な公衆衛
生学的課題の一つである．よって，文部科学省は，
体育科や保健体育科などの体育・健康に関する指
導では，心身の発達の段階を踏まえた性感染症等
の予防，ならびに生命や自己および他者の個性を
尊重すべきであるとしている₃）．また，相手を思
いやり，望ましい人間関係を構築することなども
重視し，それらを相互に関連付けて指導すること
が重要であるとしている．さらに，家庭や地域社
会との連携を推進し，保護者や地域の理解を得て
効果的に行うことを推奨している．このように，
若者の健康教育を展開するにあたって，学校はも
ちろん，住民や行政などの地域社会のそれぞれの
ステークホルダーが重要な役割を担うことが強調
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されている．
　地域と連携した性教育を推進する場合に，地域
住民の代表として民意を教育政策の決定過程に反
映させるという責務がある地方議会議員はどのよ
うな役割を担っているのだろうか．特に₂₀₀₀年の
地方分権改革以降，教育政策決定や教育行政運営
における自治体の首長や地方議会の役割は格段に
高まっている₄）．先行研究によると，教育政策へ
の議員の影響力は，いじめや体罰など，現時点で
顕著に社会問題化している事項に対して現れやす
く，彼らの問題認識の高低がその政策形成の過程
に影響することが報告されている₅）．逆に，将来
的にその可能性が高いにもかかわらず，議員の問
題認識が希薄な事象に対しては問題提起がなされ
ず，政策形成にも至らない可能性がある．
　また先行研究によると，議員の問題意識や活動
は，彼らのジェンダー視点に影響を受けることが
報告されている₆,₇）．ジェンダーとは，「夫は外で
働き，妻は家庭を守るべき」などの性別によって
社会的役割を限定する「性別役割分業意識」にみ
られるような，社会的・文化的に形成された性別
をいう₈,₉）．米国の州議会選挙に関する研究では，
有権者が持つジェンダー・ステレオタイプ化した
議員活動への期待が，議員が示す関心領域にも影
響していることが指摘されている₆）．また，本邦
の地方議会議員を対象に，彼らの議会での質問内
容を検討した先行研究においても，性別による差
異がみられた₇）．つまり，男性では「自治体行政」
や「財政問題」など地域行政全般，女性では，「女
性の地位向上」や「学校教育・子育て」「福祉・保
健・医療」「高齢者問題・高齢化」「環境・公害問
題」など，生活に密接した課題に関心が高かった．
その一方で，近年，男性議員の関心領域は，「女性
の地位向上」や「同和・差別・人権」など，これ
まで主に女性議員の領域とされていた事象へも広
がってきている₁₀）．このことから，ジェンダーに
捉われない中立的な立場で問題を認識する議員が
増えてきていることが伺える．今後，このような
ジェンダーに配慮する敏感な視点（以下，ジェン

ダー視点）は，多くの政策決定にますます影響を
及ぼす可能性がある．
　性教育をはじめとする教育の現場においても，
ジェンダー視点の育成は，相手を尊重した行動へ
とつながるとされ，重視されてきている₁₁）．実際
に，その教育課程を経ている大学生では，性交や
避妊行動の決定と性別役割に対するジェンダー視
点との関連が明らかとなっている₁₂）．すなわち，
男性では，性別役割分業に否定的な者ほど，性交
に対するパートナーの意志を確認するなど，相手
を尊重する行動につながっていた．このことを踏
まえると，議員の性別役割分業意識からみるジェ
ンダー視点は，彼らの性教育への関心にも影響し，
その問題意識は地域における教育行政のあり方を
左右するとも考えられる．
　そこで本研究では，教育政策の決定プロセスに
重要な役割を担う地方議会議員を対象に，彼ら個
人が持つ性教育への意識と関心，学校での性教育
内容について，彼らの性別役割分業意識からみた
ジェンダー視点との関連を明らかにすることを目
的とした．

Ⅱ　方　　法

1．調査対象と調査方法

　₂₀₀₇年₁₁月現在，議会議員登録されていた北海
道議会議員₁₀₆人（男性₉₇人，女性 ₉人），北海道
内の市町村議会議員₂,₆₂₅人（男性₂,₄₀₁人，女性
₂₂₄人）（以下，両者を「地方議会議員」とする）
の合計₂,₇₃₁人（男性₂,₄₉₈人，女性₂₃₃人）を対象
に，₂₀₀₇年₁₂月から₂₀₀₈年 ₃ 月までの期間に調査
した．調査は，所属自治体，所属政党を記名しな
い無記名・自記式質問票を用いて実施した．調査
票の配布と回収は，回答者が不利益を被ることが
ないよう配慮することを文書で説明した後，各市
町村議会事務局を通じて実施した．なお，北海道
の地方議会議員の所属政党は，自民党₅.₆％，民主
党₄.₆％，公明党₅.₉％，日本共産党₆.₉％，社会
民主党₀.₂％，新党大地₀.₁％，諸派₀.₄％，無所
属₇₆.₄％であった（₂₀₀₇年調査時現在₁₃））．
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　配布した₂,₇₃₁件の調査票のうち₁,₅₂₆件を回収
した（回収率₅₅.₉％）．このうち，回答の不備，お
よび性別，年齢が不明なデータを除いた₁,₄₃₅件を
分析対象者とした（有効回収率₅₂.₅％）．
　本研究の実施にあたっては，北海道大学大学院
医学研究科医の倫理委員会の承認を得た．
2 ．調査内容

₁ ）性教育に対する意識・関心
　議員の性教育への意識・関心として，「学校での
性教育」の実施の必要性，適切な開始時期，性教
育やエイズ予防活動への関心を取り上げた．その
意識・関心を反映した行動として，青少年の医療
福祉や健康問題について，議会での質問経験を尋
ねた．さらに，小・中・高校の体育科・保健体育
科の性教育分野の教科書₁₄-₁₈）と学習指導要領で取
り上げられている ₉ 項目（「男女の身体の違い」
「異性の尊重」など），および「性感染症や避妊に
関するパンフレットの配布」と「コンドームの配
布」「使用方法の実演」の，より実践的な ₃項目を
加えた₁₂項目から，議員が各教育課程において取
り扱うことが「適当である」と考える項目を抽出
した．
　「性教育」という用語について，回答者自身の問
題意識とその問題解決として適切と考える教育項
目を明確にするため，調査票には，文部科学省な
どが定義する学校教育での性教育の目的などは記
載せず，「学校での性教育」とのみ記載した．
₂）性別役割分業意識からみたジェンダー視点
　ジェンダー視点には，性別役割分業意識を指標
とするものがいくつか報告されている₁₉-₂₁）．本研
究では，本邦で経年的に行われている「男女共同
参画社会に関する世論調査」₂₂）「日本版総合的社会
調査」₂₃）や「男女共同参画社会に関する国際比較
調査」₂₄）を参考に，①夫婦の役割分業に対する意
識「夫は外で働き，妻は家庭を守るべきだ」，②男
性の家事意識「男性も身の回りのことや家事をす
べきだ」，③女性の就業意識「母親が仕事をもつと
小学校入学前の子どもによくない影響を与える」
の ₃項目を用いて，回答者のジェンダー視点を評

価した．回答は「賛成」「どちらかといえば賛成」
「どちらかといえば反対」「反対」「わからない」の
₅件法を用いた．このうち「わからない」を回答
した者のデータを除き，項目①および③では，「反
対」から「賛成」にかけて ₄点～ ₁点，項目②で
は，「賛成」から「反対」にかけて ₄点～ ₁点をそ
れぞれ与え ,点数化し，指標 ₃項目への回答の合
計点を算出した（Cronbachの信頼性係数 α＝
₀.₆₇）．つまり，性別役割分業意識に否定的な回答
ほど，高得点となるよう得点化した．高得点な者
ほど，ジェンダーに敏感な視点を持つとみなした．
3 ．解析方法

　地方議会議員の性教育に対する意識・関心に関
する項目を性別，年齢別，ジェンダー視点の高低
別に解析した．年齢は度数分布から，「低年齢群
（＜₆₀歳）」「高年齢群（≧₆₀歳）」の ₂群，ジェン
ダー視点は総得点の平均値（₈.₇）から，総合点を
「 ₉点未満」「 ₉点以上」の ₂群に分けて解析した．
検定には，χ₂ 検定および Fisherの正確確率検定，
年齢調整にはマンテル・ヘンツェル検定を用い，
有意水準は₅％とした．なお，解析にはSPSS₁₄.₀
を用いた．

Ⅲ　結　　果

1．基本属性

　分析対象とした回答者₁,₄₃₅人のうち，男性
₁,₂₈₀人（₈₉.₂％），女性₁₅₅人（₁₀.₈％）で，年
齢別では，₅₀歳代が₅₉₀人（₄₁.₁％）ともっとも多
く，次いで₆₀歳代が₅₃₂人（₃₇.₁％）であった．男
女別にみると，女性議員の₆₈.₄％が₆₀歳未満で ,

男性議員の₅₁.₈％に比べ有意に若い傾向があった
（p＜₀.₀₀₁）（表 ₁）．
2 ．性別役割分業意識からみたジェンダー視点

　回答者の性別役割分業意識からみたジェンダー
視点を表 ₂に示した．「夫は外で働き，妻は家庭を
守るべきだ」に「賛成」「どちらかといえば賛成」
と回答した者は男性₆₂.₅％ （n＝₁,₁₅₅），女性
₁₁.₇％（n＝₁₄₅）であった．「男性も身の回りの
ことや家事をすべきだ」に対しては，男性₁₀.₇％
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（n＝₁,₂₃₂），女性₁.₉％（n＝₁₅₄）が「反対」「ど
ちらかといえば反対」していた．「母親が仕事を持
つと，小学校入学前の子どもによくない影響を与
える」に「賛成」「どちらかといえば賛成」と回答
したのは，男性₄₅.₅％（n＝₁,₀₅₉），女性₁₂.₉％
（n＝₁₃₉）であった．
　これらの性別役割分業意識に関する ₃ 項目の 

総得点（最低 ₃ 点，最高₁₂点）の平均値は₈.₇
（SD ₂.₁）点（男性₈.₄ SD ₂.₀，女性₁₀.₉ SD ₁.₅）

であった． ₉ 点以上の者は，男性₄₁.₃％（n＝
₁,₀₀₀），女性では₈₉.₆％（n＝₁₃₅）であり女性で
有意に高かった（p＜₀.₀₀₁）．さらに，男女それ
ぞれの年齢間でも有意差がみられ， ₉点以上の男
性議員は₆₀歳未満₄₇.₇％（n＝₅₁₄），₆₀歳以上
₃₄.₆％（n＝₄₈₆）（p＜₀.₀₀₁），女性ではそれぞれ
₉₃.₄％（n＝₉₁），₈₁.₈％（n＝₄₄）（p＝₀.₀₃₈）
と，男女ともに₆₀歳未満に比べて₆₀歳以上で有意
に低かった．
3 ．性教育についての意識・関心

　性教育に関する意識・関心を性・年齢別，ジェ
ンダー視点の高低別に検討した．なお，性教育に
関する意識において，女性ではジェンダー視点が
総じて高く，ジェンダー視点別による検討が出来
なかった．そのため，ジェンダー視点に関しては，
男性のみを表に記載し，検討した．
₁）学校での性教育ついての意識・関心
　学校での性教育に関する意識および関心を，
性・年齢別，ジェンダー視点の高低別に検討した
（表 ₃）．回答者全体では₉₂.₁％（n＝₁,₃₉₈）が

表 1　分析対象者の性・年齢別分布

年齢 （歳）
総数 男 女  

n＝₁,₄₃₅ （％）n＝₁,₂₈₀ （％）n＝₁₅₅ （％）

＜₄₀  ₃₆（ ₂.₅）  ₃₂（ ₂.₅）   ₄（ ₂.₆）
₄₀～₄₉ ₁₄₃（₁₀.₀） ₁₂₃（ ₉.₆）  ₂₀（₁₂.₉）
₅₀～₅₉ ₅₉₀（₄₁.₁） ₅₀₈（₃₉.₇）  ₈₂（₅₂.₉）
₆₀～₆₉ ₅₃₂（₃₇.₁） ₄₈₈（₃₈.₁）  ₄₄（₂₈.₄）
≧₇₀ ₁₃₄（ ₉.₃） ₁₂₉（₁₀.₁）   ₅（ ₃.₂）

（再掲）
＜₆₀ ₇₆₉（₅₃.₆） ₆₆₃（₅₁.₈） ₁₀₆（₆₈.₄）
≧₆₀ ₆₆₆（₄₆.₄） ₆₁₇（₄₈.₂）  ₄₉（₃₁.₆）

表 2　北海道・市町村議会議員の性別役割分業意識（性・年齢別）

項　目
総　数

男 女

総数 ＜₆₀歳 ≧₆₀歳
p値

総数 ＜₆₀歳 ≧₆₀歳
p値

n（％） n（％） n（％） n（％） n（％） n（％） n（％）

夫は外で働き， 
妻は家庭を守るべきだ

賛成 ₇₃₉（₅₆.₈） ₇₂₂（₆₂.₅） ₃₅₂（₅₉.₂） ₃₇₀（₆₆.₁）
₀.₀₁₅

 ₁₇（₁₁.₇）  ₁₀（ ₉.₉）  ₇（₁₅.₉）
₀.₃₀₁

反対 ₅₆₁（₄₃.₂） ₄₃₃（₃₇.₅） ₂₄₃（₄₀.₈） ₁₉₀（₃₃.₉） ₁₂₈（₈₈.₃）  ₉₁（₉₀.₁） ₃₇（₈₄.₁）

男性も身の回りのことや 
家事をすべきだ

賛成 ₁,₂₅₁（₉₀.₃） ₁,₁₀₀（₈₉.₃） ₅₆₈（₈₉.₀） ₅₃₂（₈₉.₆）
₀.₇₆₂

₁₅₁（₉₈.₁） ₁₀₄（₉₉.₀） ₄₇（₉₅.₉）
₀.₂₃₈

反対 ₁₃₅（ ₉.₇） ₁₃₂（₁₀.₇）  ₇₀（₁₁.₀）  ₆₂（₁₀.₄）  ₃（ ₁.₉）   ₁（ ₁.₀）  ₂（ ₄.₁）

母親が仕事をもつと，小学
校入学前の子どもによくな
い影響を与える

賛成 ₅₀₀（₄₁.₇） ₄₈₂（₄₅.₅） ₂₂₅（₄₀.₈） ₂₅₇（₅₀.₆）
₀.₀₀₁

 ₁₈（₁₂.₉）  ₁₀（₁₀.₆） ₈ （₁₇.₈）
₀.₂₄₁

反対 ₆₉₈（₅₈.₃） ₅₇₇（₅₄.₅） ₃₂₆（₅₉.₂） ₂₅₁（₄₉.₄） ₁₂₁（₈₇.₁）  ₈₄（₈₉.₄） ₃₇（₈₂.₂）

ジェンダ―視点 
（性別役割分業意識 ₃項目の
総合点）

＜ ₉点 ₆₀₁（₆₀.₉） ₅₈₇（₅₈.₇） ₂₆₉（₅₂.₃） ₃₁₈（₆₅.₄）
₀.₀₀₁

 ₁₄（₁₀.₄）   ₆（ ₆.₆）  ₈（₁₈.₂）
₀.₀₃₈

≧ ₉ 点 ₅₃₄（₃₉.₁） ₄₁₃（₄₁.₃） ₂₄₅（₄₇.₇） ₁₆₈（₃₄.₆） ₁₂₁（₈₉.₆）  ₈₅（₉₃.₄） ₃₆（₈₁.₈）

※未回答者は除く



地方議会議員のジェンダー視点と性教育の意識

7

表
3
　
性
教
育
に
つ
い
て
の
北
海
道
・
市
町
村
議
会
議
員
の
意
識
・
関
心

項
　
目

総
　
数

男
女

男
性
議
員
ジ
ェ
ン
ダ
ー
視
点
（
年
齢
別
）

総
　
数

＜
₆₀
歳

≧
₆₀
歳

n （
％
）

n （
％
）

n （
％
）

＜
₉
点

≧
₉
点

p
値

＜
₉
点

≧
₉
点

p
値

＜
₉
点

≧
₉
点

p
値

n （
％
）

n （
％
）

n （
％
）

n （
％
）

n （
％
）

n （
％
）

学
校
で
の
性
教
育
の
実
施

　
行
う
べ
き
で
あ
る

₁,
₂₈
₇（
₉₂
.₁
）
₁,
₁₄
₀（
₉₁
.₃
）
₁₄
₇（
₉₈
.₇
）

₅₁
₈（
₈₉
.₉
）
₃₈
₃（
₉₆
.₀
）
＜
₀.
₀₀
₁
₂₃
₅（
₈₉
.₀
）
₂₂
₇（
₉₆
.₂
）
₀.
₀₀
₃
₂₈
₃（
₉₀
.₇
）
₁₅
₆（
₉₅
.₇
）
₀.
₀₅
₁

　
必
要
な
い
／
わ
か
ら
な
い

₁₁
₁（

 ₇
.₉
）

 ₁
₀₉
（

 ₈
.₇
）

 
₂（

 ₁
.₃
）

 ₅
₈（
₁₀
.₁
）

 ₁
₆（

 ₄
.₀
）

 ₂
₉（
₁₁
.₀
）

  
₉（

 ₃
.₈
）

 ₂
₉（

 ₉
.₃
）

  
₇（

 ₄
.₃
）

北
海
道
の
学
校
で
の
性
教
育

 
の
適
切
な
開
始
時
期

　
小
学
校

₁,
₀₉
₈（
₈₁
.₇
）

₉₅
₇（
₈₀
.₃
）
₁₄
₁（
₉₂
.₈
）

₄₁
₅（
₇₆
.₆
）
₃₄
₁（
₈₆
.₈
）
＜
₀.
₀₀
₁
₁₉
₄（
₇₈
.₉
）
₂₀
₄（
₈₇
.₂
）
₀.
₀₁
₆
₂₂
₁（
₇₄
.₇
）
₁₃
₇（
₈₆
.₂
）
₀.
₀₀
₄

　
中
学
校
／
高
等
学
校
／
そ
の
他

₂₄
₆（
₁₈
.₃
）

₂₃
₅（
₁₉
.₇
）

 ₁
₁（

 ₇
.₂
）

₁₂
₇（
₂₃
.₄
）

 ₅
₂（
₁₃
.₂
）

 ₅
₂（
₂₁
.₁
）

 ₃
₀（
₁₂
.₈
）

 ₇
₅（
₂₅
.₃
）

 ₂
₂（
₁₃
.₈
）

北
海
道
独
自
の
性
教
育
の

 
授
業
内
容
基
準
の
必
要
性

　
必
要
で
あ
る

₆₃
₀（
₄₇
.₃
）

₅₅
₁（
₄₆
.₆
）

 ₇
₉（
₅₂
.₇
）

₂₅
₃（
₄₇
.₃
）
₁₉
₅（
₅₀
.₁
）
₀.
₃₉
₄
₁₁
₆（
₄₈
.₁
）
₁₁
₁（
₄₇
.₆
）
₀.
₉₁
₄
₁₃
₇（
₄₆
.₆
）

 ₈
₄（
₅₃
.₈
）
₀.
₁₄
₃

　
必
要
で
は
な
い
／
わ
か
ら
な
い

₇₀
₂（
₅₂
.₇
）

₆₃
₁（
₅₃
.₄
）

 ₇
₁（
₄₇
.₃
）

₂₈
₂（
₅₂
.₇
）
₁₉
₄（
₄₉
.₉
）

₁₂
₅（
₅₁
.₉
）
₁₂
₂（
₅₂
.₄
）

₁₅
₇（
₅₃
.₄
）

 ₇
₂（
₄₆
.₂
）

北
海
道
で
の
性
教
育
や
エ
イ
ズ

 
予
防
活
動
へ
の
関
心
の
有
無

　
関
心
が
あ
る

₁,
₁₂
₅（
₈₂
.₃
）

₉₈
₆（
₈₁
.₀
）
₁₃
₉（
₉₂
.₇
）

₄₆
₄（
₈₃
.₅
）
₃₂
₃（
₈₂
.₄
）
₀.
₆₇
₀
₂₁
₁（
₈₁
.₈
）
₁₉
₁（
₈₂
.₃
）
₀.
₈₇
₅
₂₅
₃（
₈₄
.₉
）
₁₃
₂（
₈₂
.₅
）
₀.
₅₀
₄

　
関
心
が
な
い
／
わ
か
ら
な
い

₂₄
₂（
₁₇
.₇
）

₂₃
₁（
₁₉
.₀
）

 ₁
₁（

 ₇
.₃
）

 ₉
₂（
₁₆
.₅
）

 ₆
₉（
₁₇
.₆
）

 ₄
₇（
₁₈
.₂
）

 ₄
₁（
₁₇
.₇
）

 ₄
₅（
₁₅
.₁
）

 ₂
₈（
₁₇
.₅
）

青
少
年
の
医
療
福
祉
や
健
康
問
題

に
つ
い
て
議
会
で
の
質
問
の
有
無

　
あ
る

₅₂
₉（
₃₇
.₄
）

₄₅
₃（
₃₆
.₀
）

 ₇
₆（
₄₉
.₀
）

₁₈
₃（
₃₁
.₈
）
₁₆
₉（
₄₁
.₆
）
₀.
₀₀
₂

 ₈
₂（
₃₁
.₁
）
₁₀
₇（
₄₄
.₂
）
₀.
₀₀
₂
₁₀
₁（
₃₂
.₄
）

 ₆
₂（
₃₇
.₈
）
₀.
₂₃
₅

　
そ
の
他
*

₈₈
₅（
₆₂
.₆
）

₈₀
₆（
₆₄
.₀
）

 ₇
₉（
₅₁
.₀
）

₃₉
₃（
₆₈
.₂
）
₂₃
₇（
₅₈
.₄
）

₁₈
₂（
₆₈
.₉
）
₁₃
₅（
₅₅
.₈
）

₂₁
₁（
₆₇
.₆
）
₁₀
₂（
₆₂
.₂
）

* 「
な
し
／
わ
か
ら
な
い
／
質
問
の
機
会
が
な
い
」
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「学校での性教育を実施すべき」に賛同しており，
その開始時期として小学校としていた者が最も多
かった（₈₁.₇％，n＝₁,₃₄₄）．男女別にみると，
男性₉₁.₃％（n＝₁,₂₄₉），女性₉₈.₇％（n＝₁₄₉）
が学校での性教育を実施すべきと回答し，適切な
開始時期を小学校とした者は男性₈₀.₃％（n＝
₁,₁₉₂），女性₉₂.₈％（n＝₁₅₂）であった．表には
示していないが男女ともに年齢による違いはみら
れなかった．
　男性議員において，ジェンダー視点が高い群
（n＝₃₉₉）は低い群（n＝₅₇₆）に比べて，学校で性
教育を実施することを支持していた（p＜₀.₀₀₁）．
性教育の開始時期に関しても，小学校が適切であ
ると回答したのはジェンダー視点の高い群（n＝
₃₉₃）は₈₆.₈％，低い群（n＝₅₄₂）は₇₆.₆％であ
り，前者ほど早期の開始時期を支持していた（p＜
₀.₀₀₁）．この傾向に年齢による違いはみられな
かった．
　「北海道での性教育やエイズ予防活動」への関心
があると回答した者は，全体（n＝₁,₃₆₇）で₈₂.₃％，
男性（n＝₁,₂₁₇）では₈₁.₀％，女性（n＝₁₅₀）で
は₉₂.₇％であった．「青少年の医療福祉や健康問
題」に関する議会質問をしたことのある地方議員

は男性（n＝₁,₂₅₉）で₃₆.₀％，女性（n＝₁₅₅）で
₄₉.₀％であった．男性では，ジェンダー視点の高
い群の₄₁.₆％（n＝₄₀₆）は，低い群（₃₁.₈％，
n＝₅₇₆）に比べ，この点に関する議会質問の経験
を有意に多く持っていた（p＜₀.₀₁）．この傾向は
₆₀歳未満で顕著であり，₆₀歳未満の女性議員の議
会質問経験率（₄₆.₂％）とほぼ同率であった．
₂）各教育課程における適切な性教育項目
　小・中・高校の各教育課程の性教育分野で取り
扱う項目（学習指導要領₉項目，コンドームなどに
関する ₃項目の全₁₂項目）について，性・年齢別，
および男性議員のジェンダー視点の高低別に検討
した．表 ₄は，男性議員のジェンダー視点別の中
学校，高校についての結果を示したものである．
⑴  小学校での性教育
　小学校での性教育として，男女ともに「男女の
身体の違い」「異性の尊重」の ₂項目についてそれ
ぞれ ₉割， ₆割の議員は適切と考えていた．他の
項目を適切であると回答した者は多くても ₄割弱
であったが，男性に比べ，女性で高い傾向にあっ
た．また男女ともに年齢間に差がみられ，₆₀歳未
満の者がより多くの項目を選択していた．男性の
ジェンダー視点が高い群は低い群に比べて，「異性

表 4　各教育課程における適切な性教育項目についての北海道・市町村議会議員の意識（男性議員ジェンダー視点別）

中学校 高等学校

＜ ₉点 ≧ ₉点
p値※₁ 調整済 p値※₂

＜ ₉ 点 ≧ ₉点
p値※₁ 調整済 p値※₂

 n（%）  n（%）  n（%）  n（%）

 ₁．男女の身体の違い ₁₆₅（₃₀.₂） ₁₀₀（₂₅.₃） ₀.₀₉₂ ₀.₁₂₆  ₇₅（₁₃.₇）  ₄₆（₁₁.₆） ₀.₃₄₈ ₀.₃₇₈
 ₂．異性の尊重 ₃₁₁（₅₇.₀） ₂₃₄（₅₉.₁） ₀.₅₁₃ ₀.₅₇₀ ₁₇₀（₃₁.₀） ₁₃₂（₃₃.₃） ₀.₄₅₂ ₀.₅₄₁
 ₃．思春期と健康 ₃₇₇（₆₉.₀） ₂₉₃（₇₄.₀） ₀.₀₉₈ ₀.₁₁₈ ₁₄₀（₂₅.₅） ₁₀₅（₂₆.₅） ₀.₇₃₈ ₀.₆₉₆
 ₄．生殖に関わる機能や性衝動 ₃₉₅（₇₂.₃） ₃₀₇（₇₇.₅） ₀.₀₇₂ ₀.₀₅₄ ₁₉₀（₃₄.₇） ₁₅₁（₃₈.₁） ₀.₂₇₅ ₀.₂₁₂
 ₅．受精・妊娠の経過 ₃₈₂（₇₀.₀） ₂₉₀（₇₃.₂） ₀.₂₇₃ ₀.₃₈₁ ₂₃₇（₄₃.₂） ₁₆₃（₄₁.₂） ₀.₅₂₂ ₀.₆₉₈
 ₆．妊娠・出産の経過 ₃₀₃（₅₅.₅） ₂₆₀（₆₅.₇） ₀.₀₀₂ ₀.₀₀₇ ₂₆₃（₄₈.₀） ₁₈₉（₄₇.₇） ₀.₉₃₆ ₀.₈₈₂
 ₇．性感染症の予防 ₃₇₆（₆₈.₉） ₂₉₈（₇₅.₃） ₀.₀₃₂ ₀.₀₅₉ ₂₉₄（₅₃.₆） ₂₂₆（₅₇.₁） ₀.₂₉₇ ₀.₃₈₇
 ₈．性情報への適切な対処 ₃₄₇（₆₃.₆） ₂₆₇（₆₇.₄） ₀.₂₁₈ ₀.₄₈₃ ₂₆₀（₄₇.₄） ₁₉₀（₄₈.₀） ₀.₈₇₁ ₀.₉₈₅
 ₉．性行動の適切な選択 ₃₁₁（₅₇.₀） ₂₆₉（₆₇.₉） ₀.₀₀₁ ₀.₀₀₃ ₂₈₀（₅₁.₁） ₂₀₅（₅₁.₈） ₀.₈₃₈ ₀.₉₂₄
₁₀．性感染症や避妊に関する 

パンフレットの配布
₂₈₅（₅₂.₂） ₂₄₃（₆₁.₄） ₀.₀₀₅ ₀.₀₁₀ ₃₂₃（₅₈.₉） ₂₄₃（₆₁.₄） ₀.₄₅₄ ₀.₆₄₄

₁₁．コンドームの配布 ₁₀₉（₂₀.₀）  ₈₉（₂₂.₅） ₀.₃₅₀ ₀.₅₁₆ ₁₉₃（₃₅.₂） ₂₀₄（₅₁.₅） ＜₀.₀₀₁ ＜₀.₀₀₁
₁₂．コンドームの使用方法の実演 ₁₃₅（₂₄.₇） ₁₀₇（₂₇.₀） ₀.₄₂₆ ₀.₆₈₁ ₂₁₃（₃₈.₉） ₁₉₉（₅₀.₃） ₀.₀₀₁ ₀.₀₀₁

n：各項目について「適切である」と選択した人数
※ ₁：χ₂ 検定で算出した p値（選択 or選択なし）
※ ₂：マンテル・ヘンツエル検定で年齢調整した p値（₆₀歳未満とそれ以上）
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の尊重」「受精・妊娠の経過」を適切とする割合が
有意に高かった（p＜₀.₀₅）．
⑵  中学校での性教育
　男女ともに ₇割の議員は，中学校では「思春期
と健康」「生殖に関わる機能や性衝動」「受精・妊
娠の経過」「性感染症の予防」を適切な項目として
支持していた．女性の₇₂.₂％（n＝₁₅₁），男性の
₅₆.₆％（n＝₁,₁₉₅）は，「異性の尊重」が適切で
あると回答していた．「妊娠・出産の経過」「性感
染症の予防」「性情報への適切な対処」やそれらの
「パンフレット配布」「コンドームの配布，使用方
法実演」に対しても，女性は男性よりも支持する
割合が高い傾向にあった．また，男性では，ジェ
ンダー視点の高い群ほど，「妊娠・出産の経過」
「性行動の適切な選択」「性感染症や避妊に関する
パンフレット配布」は適切であると選択しており，
ジェンダーに敏感な視点を持つ男性では，女性以
上に，あるいはほぼ同じ割合で，これらの項目を
支持していた．
⑶  高等学校での性教育
　小・中学校の教育課程に比べると，適当とされ
る指導項目数が男女ともに少なくなる傾向にあっ
た．全体としては性感染症予防や避妊に関する項
目を適切とする議員が多く，その中でも，現在の
学習指導要領に取り上げられてはいない項目「性
感染症や避妊に関するパンフレット配布」を適当
と し た 者 は，男 性 ₅₉.₉％（n＝₁,₁₉₅），女 性
₇₂.₈％（n＝₁₅₁）で最も多かった．また，男性議
員のジェンダー視点が高い群（n＝₃₉₆）では
₅₁.₅％が「コンドームの配布」，₅₀.₃％が「コン
ドームの使用方法の実演」を適当とし，低い群
（n＝₅₄₈）の₃₅.₂％，₃₈.₉％に比べて，高い群は
コンドームを用いた性教育内容を支持していた．

Ⅳ　考　　察

　本研究では，地方議会議員のジェンダー視点か
ら，彼らの性教育に関する意識・関心を検討した．
1 ．地方議会議員の性教育への意識・関心

　今回の調査から，北海道の地方議会議員は，性

教育やエイズ予防活動に高い関心を持っているこ
とが示された．そして，回答者の ₉割以上が小学
校から性教育を実施すべきであるとしており，₁₀
代の性感染症の報告数が全国平均の約 ₂倍となっ
ているなどの北海道の現状₂₅,₂₆）に対して問題意識
を持っていることが伺える．このような地方議会
議員の認識は，学校や地域におけるエイズ教育お
よび性教育に関する施策の確立ならびに予防対策
の組み立てなどの意思決定プロセスに影響するも
のと考えられる．
　また，ジェンダーに敏感な視点を持つ男性議員
は，青少年の医療福祉や健康問題について議会で
質問する機会が多く，ジェンダー視点が総じて高
かった女性議員と大差のないものであった．この
ことから，性別に加え，議員のジェンダー視点が，
性教育のような健康教育に対する関心を高め，議
会での問題提起につながることが示唆された．
ジェンダー視点を考慮した教育課程（男女の身体
機能の違い，性的志向や考えの多様性など，相手
を理解・尊重する内容の教育）を経ている中学生
では，性別役割についての考えに男女間の違いが
減少してきていると報告されている₂₇）．今回の結
果から，性教育の展開において，このようなジェ
ンダーに敏感な視点を育むための働きかけは，児
童や学生に留まらず，議会議員に対しても重要な
ものであることが改めて確認できた．本研究にお
いて，若年層の議員ほど高いジェンダー視点を持
つ傾向が示されたことから，議員同士の世代間交
流などを通して，ジェンダー視点の向上と相互理
解を深めていくことが重要である．
2 ．各教育課程における性教育内容に対する地方

議会議員の考え

　小・中・高校の各教育課程における性教育内容
について，地方議会議員は男女ともに同様の項目
を選択する傾向にあった．一方，女性議員および
ジェンダー視点を備えた男性議員は，現在，学校
で指導内容に含まれていない避妊に関するパンフ
レットやコンドームの配布・実演をより多く支持
していた．つまり，ジェンダーに敏感な視点を持
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つ男性議員と女性議員は，より実践的スキルやコ
ミュニケーション能力の向上につながる教育項目
を選択している．₁₆歳から₄₉歳までの男女を対象
として行われた全国調査では，₇₃.₄％の者が「性
交渉」について，さらに「避妊法」は₇₆.₃％，「コ
ンドームの使い方」は₆₇.₂％が，中学卒業までに
知るべき項目であると考えていた₂₈,₂₉）．年齢が
₅₀～₆₀歳代の者が多くを占める議会議員の結果と
比べると，民意の方が性教育に対してより積極的
な傾向にあるが，女性議員やジェンダー視点が高
い男性議員では，これらの民意に近いものであっ
た．今後，教育行政に関する議会議員の意識・関
心が，若い世代の考えと乖離することのないよう
に注視していく必要がある．
　今回の調査から，女性は男性に比べ，各教育課
程において，性教育項目をより多く選択する傾向
がみられた．これは ,女性は男性よりも性の現状
を直視し，また，家族の中で母親だけが家庭や学
校での性教育に関わってきたというわが国の歴史
的背景が₃₀）反映されているのかもしれない．現在，
北海道の議員の男女比率が ₉： ₁であることを考
慮すると，男性議員の関心が高い領域に議論が集
中し，若者の性に関する問題はおろそかになる可
能性も危惧される．そのため，健康教育などを検
討する場合には，議員の男女比率の適正化や彼ら
のジェンダー視点にも配慮することが必要である．
3 ．本研究の限界点および今後の課題

　本研究の限界点として，次の二点が挙げられる．
一つは，本調査では，議員の所属政党についての
情報を得ることができなかったため，所属政党の
方針による回答への影響などを評価できなかった
点である．議員個人の意見は，政党の意見や質問
として議会に反映されることが考えられ，所属政
党に関する情報も収集することが望ましい．二つ
目は，本調査の対象者が北海道内の議会議員に限
定されていることである．今後，他の地域にも同
様の調査を拡大し，データの代表性を確保してい
くことが必要である．

Ⅴ　結　　語

　北海道の地方議会議員は，小・中・高校の性教
育に関して高い意識と関心を持っていた．男性よ
り女性は，高齢層よりも非高齢層は，そしてジェ
ンダー視点を備えた者は，性教育に関する意識が
高かった．これらの特性を備えた議員は，青少年
の健康教育に高い関心を持つと同時に，彼らの健
康問題についても議会で質問する傾向が高かった．
今後，性教育とその教育行政を地域で効果的に展
開していくためには，議員のジェンダー視点にも
配慮した総合的な取り組みが重要である．
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Gender sensitivity and attitudes towards sexuality education  
among local legislators in Hokkaido, Japan

Shoko OKUMURA*₁,*₂, Yuri GOTO*₃, Asuna ARAI*₁,  
Hiko TAMASHIRO*₁

Abstract
Objective: Local legislators affect local educational administration. The purpose of this study is to clarify the 

association between their attitudes towards sexuality education and their gender sensitivity through their 
views about gender roles.

Methods: A cross-sectional survey was conducted to collect information about attitudes towards sexuality edu-
cation at school and traditional gender roles among all eligible ₂,₇₃₁ legislators in Hokkaido (a prefecture 
in Japan) using structured questionnaires. To ascertain gender sensitivity, their views about traditional gen-
der roles were scored using such statements as ＂the husband should go out to work and the wife should 
look after the home＂, ＂men as well as women should do housework＂ and ＂there can be a negative effect if a 
mother works before her child has entered elementary school＂.

Results: The response rate was ₅₅.₉％. Of valid responders, ₈₂.₃％ (men ₈₁.₀％, women ₉₂.₇％) showed their 
interest in sexuality education and HIV/AIDS prevention activities in Hokkaido. Male legislators who had 
high gender sensitivity (as compared with those who had low gender sensitivity) tended to ask about youth 
health issues in assemblies and also showed support for more practical sexuality education activities such as 
condom distribution and promotion.

Conclusion: Legislators＇ gender sensitivity affected their interest in sexuality education and was related to their 
raising of issues about youth health in assemblies.
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